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議案第７２号  

　　　道の駅新湊条例の全部改正について 

　道の駅新湊条例の全部を改正する。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志 

 

射水市条例第　　号 

　　　道の駅まるごと射水条例 

　道の駅新湊条例（平成１７年射水市条例第１８２号）の全部を改正する。 

　（設置） 

第１条　道路利用者の利便性の向上、地場産品の展示販売等による地域経済の

活性化及び観光の玄関口としての情報発信の充実等を図るため、道の駅まる

ごと射水（以下「道の駅」という。）を設置する。 

　（名称及び位置） 

第２条　道の駅の名称及び位置は、次のとおりとする。 

　（休館日） 

第３条　道の駅は、市長が特に必要があると認めたときは、臨時に休館するこ

とができる。 

　（開館時間） 

第４条　道の駅の開館時間は、午前８時から午後８時までとする。ただし、市

長が特に必要があると認めたときは、開館時間を変更することができる。 

　（行為の禁止） 

 名称 位置

 道の駅まるごと射水本館 射水市鏡宮２９６番地

 道の駅まるごと射水別館 射水市鏡宮３０１番地
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第５条　道の駅においては、次に掲げる行為をしてはならない。 

　(１)　施設、設備等を損傷すること。 

　(２)　正当な理由なく車両を長時間継続して駐車すること。 

　(３)　集会その他使用者の妨害となる行為をすること。 

　(４)　前各号に掲げるもののほか、道の駅の管理運営に支障がある行為をする

こと。 

２　市長は、前項の規定に違反し、又はそのおそれがある者に対し、道の駅の 

使用を中止し、又は退去を命ずることができる。 

　（損害賠償の義務） 

第６条　道の駅の建物、附属施設、器具等を破損し、又は滅失した者は、市長

の認定に基づいて、これを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければな

らない。 

　（指定管理者による管理） 

第７条　市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３

項の規定により、法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指

定管理者」という。）に道の駅の管理を行わせることができる。 

　（指定管理者が行う業務の範囲） 

第８条　前条の規定により指定管理者に道の駅の管理を行わせる場合に、当該

指定管理者が行う業務は、次に掲げる業務とする。 

　(１)　道の駅の施設及び設備の維持管理に関する業務 

　(２)　前号に掲げるもののほか、道の駅の管理に関し市長が必要と認める業務 

２　前項の場合における第５条第２項の規定の適用については、同条の規定中

「市長」とあるのは「指定管理者」とする。 

　（指定管理者が行う管理の基準） 

第９条　指定管理者は、法令、条例その他市長の定めるところに従い、適正に
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道の駅の施設の管理を行わなければならない。 

　（委任） 

第１０条　この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和７年１１月２１日から施行する。 

　（準備行為） 

２　この条例を施行するために必要な行為は、この条例の施行前においても行

うことができる。 
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議案第７３号 

　　　射水市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

　射水市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を次のように改正する。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　 

 

射水市条例第　　号  

　　　射水市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条　　　  

　　　例  

　射水市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年射水市条例第３２

号）の一部を次のように改正する。  

　第８条の２第１項中「第３項まで」の次に「並びに第１６条の２第１項及び

第２項」を加える。  

　第１５条第１項中「第１５条の３第１項」を「第１６条の３項第１項」に改

める。  

　第１５条の３及び第１５条の４を削る。  

　第１６条の次に次の３条を加える。  

　（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等）  

第１６条の２　任命権者は、射水市職員の育児休業等に関する条例（平成１７

年射水市条例第３３号）第２５条第１項の措置を講ずるに当たっては、同条

の規定による申出をした職員（以下この項において「申出職員」という。）

に対して、次に掲げる措置を講じなければならない。  

　(１)　申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において

「出生時両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置  

　(２)　出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）
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に係る申出職員の意向を確認するための措置  

　(３)　射水市職員の育児休業等に関する条例第２５条の規定による申出に係

る子の心身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当

該子の出生の日以後に発生し、又は発生することが予想される職業生活と

家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る申出職員

の意向を確認するための措置  

２　任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対

象職員」という。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講

じなければならない。  

　(１)　対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において

「育児期両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置  

　(２)　育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するため

の措置  

　(３)　対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員

の家庭の状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活

と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る対象職

員の意向を確認するための措置  

３　任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事

項の取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければならない。  

　（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等）  

第１６条の３　任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状

況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立

に資する制度又は措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」

という。）その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求等

に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければ
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ならない。  

２　任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳を迎える時期を目途に、前

項に規定する事項を知らせなければならない。  

　（勤務環境の整備に関する措置）  

第１６条の４　任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるよ

うにするため、勤務環境の整備に関する必要な措置を講じなければならない。 

　　　附　則  

　（施行期日）  

１　この条例は、令和７年１０月１日から施行する。  

　（経過措置）  

２　任命権者は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前において

も、この条例による改正後の射水市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第

１６条の２第２項の規定の例により、同項各号に掲げる措置を講ずることが

できる。この場合において、その講じられた措置は、施行日以後は、同項の

規定により講じられたものとみなす。 
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議案第７４号 

　　　射水市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

　射水市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正する。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　 

 

射水市条例第　　号  

　　　射水市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例  

射水市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年射水市条例第３３号）の

一部を次のように改正する。  

　第１条中「第５条第２項」の次に「（育児休業法第１２条及び第１９条第６

項において準用する場合を含む。）」を加え、「及び第２項」を「、第２項、第

３項及び第５項」に改める。  

　第１４条の表第１７条第５項の項を削る。  

　第２０条の表第１７条第５項の項を削る。  

　第２１条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」及び「（次条第１項におい

て「定年前再任用短時間勤務職員等」という。）」を削り、「を除く。」の次に「以

下同じ。」を加える。  

　第２２条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第 1 項

を次のように改める。  

　　育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項

に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は、３０分

を単位として行うものとする。  

　第２２条第２項及び第３項中「部分休業」を「第１号部分休業」に改める。 

　第２２条の次に、次の４条を加える。  
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　（第２号部分休業の承認）  

第２２条の２　育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する

同条第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認

は、１時間を単位として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合に

あっては、それぞれ当該各号に定める時間数の第２号部分休業を承認するこ

とができる。  

　(１)　１回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合

であって、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき　当該勤

務時間の時間数  

　(２)　第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当

該残時間数の全てについて承認の請求があったとき　当該残時間数  

　（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間）  

第２２条の３　育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年

４月１日から翌年３月３１日までとする。  

　（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として

条例で定める時間）  

第２２条の４　育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間

を基準として条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当

該各号に定める時間とする。  

　(１)　非常勤職員以外の職員　７７時間３０分  

　(２)　非常勤職員　当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０

を乗じて得た時間  

　（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情）  

第２２条の５　育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶

者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条
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第２項の規定による申出時に予測することができなかった事実が生じたこ

とにより同条第３項の規定による変更（以下「第３項変更」という。）をし

なければ同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい

支障が生じると任命権者が認める事情とする。  

　第２３条中「職員が」の次に「育児休業法第１９条第１項に規定する」を加

える。  

　第２４条を次のように改める。  

第２４条　育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第

２項の条例で定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。  

　　　附　則  

　（施行期日）  

１　この条例は、令和７年１０月１日から施行する。  

　（経過措置）  

２　育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施

行の日から令和８年３月３１日までの間における部分休業の承認の請求を

する場合におけるこの条例による改正後の射水市職員の育児休業等に関す

る条例第２０条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７時間３０

分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるのは「５」

とする。  
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議案第７５号 

　　　射水市職員等の旅費に関する条例等の一部改正について 

　射水市職員等の旅費に関する条例等の一部を次のように改正する。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　 

 

射水市条例第　　号  

　　　射水市職員等の旅費に関する条例等の一部を改正する条例  

　（射水市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第１条　射水市職員等の旅費に関する条例（平成１７年射水市条例第４６号）

の一部を次のように改正する。 

　　目次中「第１４条」を「第９条」に、「第１５条―第２８条」を「第１０

条―第１９条」に、「第２９条」を「第２０条」に、「第３０条・第３１条」

を「第２１条－第２７条」に改める。 

　　第２条第１項第１号中「教育長」の次に「（以下「市長等」という。）」を

加え、同項第４号中「職員については」を「場合又は任命権者若しくはその

委任を受けた者（以下「旅行命令権者」という。）が認める場合には、」に、

「又は居所」を「、居所その他旅行命令権者が認める場所」に改め、同項第

５号中「１日」を「旧」に改め、同項第６号中「若しくはその扶養親族」を

削り、「遺族」を「その遺族」に、「根拠地」を「根拠」に改め、同項第７号

を次のように改める。 

　　(７)　家族　内国旅行にあっては職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、子、父母、孫、祖父母

及び兄弟姉妹で職員と生計を一にするものをいい、外国旅行にあっては

職員の配偶者及び子で職員と生計を一にするものをいう。 
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　　第２条第１項に次の１号を加える。 

　　(９)　旅行役務提供者　旅行業者（旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）

第６条の４第１項に規定する旅行業者をいう。）その他の規則で定める

者（以下この号において、「旅行業者等」という。）であって、市と旅行

役務提供契約（旅行業者等が市に対して旅行に係る役務その他規則で定

めるものを旅行者に提供することを約し、かつ、市が当該旅行業者等に

対して当該旅行に係る旅費に相当する金額を支払うことを約する契約

をいう。次条第８項において同じ。）を締結したものをいう。 

　　第３条第２項第１号及び第２号中「赴任のため」を「赴任のための」に、

同項第４号及び第５号中「出張のため」を「出張のための」に改め、同条第

６項を次のように改める。 

　６　第１項、第２項及び前２項の規定により旅費の支給を受けることができ

る者が次条第３項の規定により旅行命令等を変更(取消しを含む。以下同

じ。)され、又は死亡した場合その他規則で定める場合には、当該旅行の

ため既に支出した金額のうち、その者の損失となる金額又は支出を要する

金額で規則で定めるものを旅費として支給することができる。 

　　第３条第７項中「（その者の扶養親族の旅行について旅費の支給を受ける

ことができる場合には、当該扶養親族を含む。）」及び「交通機関等の事故又

は」を削り、「市長が」を「規則で」に改め、同条に次の１項を加える。 

　８　第１項、第２項及び第４項から第６項までに規定する場合において、市

が旅行役務提供契約に基づき旅行役務提供者に支払うべき金額があると

きは、これらの項に規定する者に対する旅費の支給に変えて、当該旅行役

務提供者に対し、当該金額を旅費に相当するものとして支払うことができ

る。 

　　第４条第１項中「任命権者又はその委任を受けた者（以下「旅行命令権者」
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という。）」を「旅行命令権者」に改め、同条第３項中「旅行命令等を変更す

る」を「旅行命令等の変更をする」に、「これを変更する」を「その変更を

する」に改め、同条第４項及び第５項を次のように改める。 

　４　旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はその変更をするには、別に定

める旅行命令簿又は旅行依頼簿（以下「旅行命令簿等」という。）に、規

則で定める事項の記載又は記録をし、当該事項を当該旅行者に通知しなけ

ればならない。ただし、旅行命令簿等に当該事項の記載又は記録をするい

とまがない場合には、この限りでない。 

　５　前項ただし書の規定により旅行命令簿等に記載又は記録をしなかった

場合には、速やかに旅行命令簿等に同項に定める事項の記載又は記録をし

なければならない。 

　　第６条第１項中「車賃、日当、宿泊料、食卓料、移転料、着後手当、扶養

親族移転料、支度料、旅行雑費」を「その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費、

宿泊手当、転居費、着後滞在費、家族移転費、渡航雑費」に改め、同条第５

項から第１２項までを次のように改める。 

　５　その他の交通費は、陸路（鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）

第２条第１項に規定する鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大正１０

年法律第７６号）第１条第１項に規定する軌道、外国におけるこれらに相

当するものその他規則で定めるものをいう。以下同じ。）を除く。）旅行に

ついて、実費額又は路程に応じ１キロメートル当たりの定額により支給す

る。 

　６　宿泊費は、第１４条の額を上限とした実費額により支給する。ただし、

宿泊に係る特別な事情がある場合として規則で定める場合は、同条の額を

超えて当該宿泊に要する費用の額を支給する。 

　７　包括宿泊費は、第１５条に規定する合計額により支給する。 



13

　８　宿泊手当は、宿泊した夜数に応じ１夜当たりの定額により支給する。 

　９　転居費は、赴任に伴う転居について、実費額により支給する。 

　１０　着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在について第１８条に規定

する額を支給する。 

　１１　家族移転費は、赴任に伴う家族の移転について支給する。 

　１２　渡航雑費は、外国旅行に要する雑費について、実費額により支給する。 

　　第６条中第１３項を削り、第１４項を第１３項とし、第１５項及び第１６

項を削る。 

　　第７条中「旅費は」の次に「、旅行に要する実費を弁償するためのものと

してこの条例に規定する種目及び内容に基づき」を加える。 

　第８条から第１２条までを削る。 

　第１３条第１項を次のように改める。 

　　　旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行者及び

概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしようとするもの

並びに旅費に相当する金額の支払を受けようとする旅行役務提供者は、所

定の請求書（当該請求書に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。第４項において同じ。）を含む。以下この条において同じ。）に必

要な書類を添えて、これを当該旅費の支出又は支払をする者（以下「支出

命令者」という。）に提出しなければならない。この場合において、必要

な添付書類の全部又は一部を提出しなかった者は、その請求に係る旅費又

は旅費に相当する金額のうちその書類を提出しなかったため、その旅費又

は旅費に相当する金額の必要が明らかにされなかった部分の金額の支給

又は支払を受けることができない。 
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　　第１３条第３項中「旅行命令権者」を「支出命令者」に改め、同条第４項

中「及び様式並びに」を「又は記録事項、」に改め、「期間」の次に「その他

の必要な事項」を加え、同項を同条第６項とし、同条第３項の次に次の２項

を加える。 

　４　第１項の請求書又は資料が電磁的記録で作成されているときは、電磁的

方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって市長が定めるものをいう。次項において同じ。）をもって

提出することができる。 

　５　前項の規定により請求書又は資料の提出が電磁的方法により行われた

ときは、支出命令者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記

録がなされた時に当該請求書又は資料を提出したものとみなす。 

　　第１３条を第８条とし、第１４条を第９条とする。 

　　第２章から第４章までを次のように改める。 

　　　　第２章　内国旅行の旅費 

　　（鉄道賃） 

　第１０条　鉄道賃は、鉄道を利用する移動に要する費用とし、その額は、次

に掲げる費用（第２号から第６号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運

賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限

る。）の額の合計額とする。 

　　(１)　運賃 

　　(２)　急行料金 

　　(３)　寝台料金 

　　(４)　座席指定料金 

　　(５)　特別車両料金 

　　(６)　前各号に掲げる費用に付随する費用 
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　２　前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された鉄道　

により移動する場合には、最下級（市長等が移動する場合には、その上位

の級）の運賃の額とする。 

　　（船賃） 

　第１１条　船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条

第２項に規定する船舶運航事業の用に供する船舶その他規則で定めるも

のをいう。以下同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次

に掲げる費用（第２号から第５号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運

賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限

る。）の額の合計額とする。 

　　(１)　運賃 

　　(２)　寝台料金 

　　(３)　座席指定料金 

　　(４)　特別船室料金 

　　(５)　前各号に掲げる費用に付随する費用 

　２　前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された船舶に

より移動する場合には、最下級（市長等が移動する場合には、その上位の

級）の運賃の額とする。 

　　（航空賃） 

　第１２条　航空賃の額は、次の各号に規定する旅客運賃及び座席指定料金並

びにこれらの費用に付随する費用による。 

　　(１)　搭乗に要する運賃 

　　(２)　座席指定料金を徴する場合には、前号に掲げる運賃のほか、座席指定

料金 

　　(３)　前２号に掲げる費用に付随する費用 



16

　２　前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された航空機 

　　により移動する場合には、最下級（市長等が移動する場合には、その上位 

　　の級）の運賃の額とする。 

　　（その他の交通費） 

　第１３条　その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移動に

要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第４号までに掲

げる費用は、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とす

る。 

　　(１)　道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに掲げる一

般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により

乗合旅客の運送を行うものに限る。）の用に供する自動車を利用する移

動に要する運賃 

　　(２)　道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業の

用に供する自動車その他の旅客を運送する交通手段（前号に規定する自

動車を除く。）を利用する移動に要する運賃 

　　(３)　前２号に掲げる運賃以外の費用であって、道路運送法第８０条第１項

の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車の賃料その他の

移動に直接要する費用 

　　(４)　前３号に掲げる費用に付随する費用 

　　（私有車の使用） 

　第１３条の２　職員が旅行命令権者の承認を受けて、規則で定める私有車

（以下この条において「私有車」という。）を使用して旅行した場合には、

当該旅行を第６条第５項の陸路旅行としてその他の交通費を支給する。 

　２　前項の規定により支給するその他の交通費の額及び支給方法は、規則で

定める。 
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　　（宿泊費） 

　第１４条　宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、地域の実

情及び旅行者の職務を勘案して規則で定める額（次条において「宿泊費基

準額」という。）とする。ただし、当該宿泊に係る特別な事情がある場合

として規則で定める場合は、当該宿泊に要する費用の額とする。 

　　（包括宿泊費） 

　第１５条　包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払わ　

れる費用とし、その額は、当該移動に係る第１０条から第１３条までの規

定による費用及び当該宿泊に係る宿泊費基準額の合計額とする。 

　　（宿泊手当） 

　第１６条　宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるための費用

とし、その額は、１夜当たり２，４００円とする。 

　　（転居費） 

　第１７条　転居費は、赴任に伴う転居に要する費用（第１９条第１項第１号

又は第２号に規定する場合の家族の転居に要する費用を含む。）とし、そ

の額は、転居の実態を勘案して規則で定める方法により算定される額とす

る。 

　　（着後滞在費） 

　第１８条　着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在に係る費用とし、そ

の額は、５夜分を限度として、現に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿泊手

当の合計額に相当する額とする。 

　　（家族移転費） 

　第１９条　家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、その額

は、次に掲げる額とする。 

　　(１)　赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者に限る。
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以下この号及び次号において同じ。）を職員の新居住地に移転する場合に

は、家族１人ごとに、職員がその移転をするものとして算定した第１０条

から第１３条までの費用、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当及び着後滞在費

の合計額に相当する額 

　　(２)　前号に規定する場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日の翌日か

ら１年以内に家族を職員の居住地（赴任後家族を移転するまでの間に更

に赴任があった場合には、当該赴任後における職員の新居住地）に移転

する場合には、同号の規定に準じて算定した額 

　２　旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある

場合には、前項第２号に規定する期間を延長することができる。 

　　　　第３章　外国旅行の旅費 

　　（外国旅行の旅費） 

　第２０条　外国旅行については、国家公務員の外国旅行の旅費の例に準じて

旅費を支給する。 

　　　　第４章　雑則 

　　（退職者等の旅費） 

　第２１条　第３条第２項第１号の規定により支給する旅費は、退職等の日の

翌日から３月以内における当該退職等に伴う旅行について、出張又は赴任

の例に準じて規則で定めるものとする。 

　２　前項の場合において、退職等となった職員が家族を移転するときは、転

居費のうち家族の転居に要する費用及び家族移転費に相当するものを加

えるものとする。 

　３　旅行命令権者は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、第１項

に規定する期間を延長することができる。 

　　（遺族の旅費） 
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　第２２条　第３条第２項第２号又は第３号の規定により支給する旅費は、出

張又は赴任の例に準じて規則で定めるものとする。 

　　（旅費の調整） 

　第２３条　任命権者は、旅行者が市以外の者から旅費の支給を受ける場合そ

の他当該旅行における特別の事情により又は当該旅行の性質上この条例

の規定による旅費を支給した場合には、不当に旅行の実費を超えた旅費又

は通常必要としない旅費を支給することとなる場合においては、その実費

を超えることとなる部分の旅費又はその必要としない部分の旅費を支給

しないことができる。 

　２　任命権者は、旅行者がこの条例の規定による旅費により旅行することが

当該旅行における特別の事情により又は当該旅行の性質上困難である場

合には、市長に協議して定める旅費を支給することができる。 

　　（旅費の支給額の上限） 

　第２４条　鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうちこ

れらに相当する部分を含む。）に係る旅費の支給額は、第１０条第１項各

号、第１１条第１項各号、第１２条第１項各号及び第１３条各号に掲げる

各費用について、第７条及び第１０条から第１３条までの規定により計算

した額と現に支払った額を比較し、当該各費用ごとのいずれか少ない額を

合計した額とする。 

　２　宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿泊手当に相当する部分を

除く。）、家族移転費（宿泊手当に相当する部分を除く。）及び渡航雑費に

係る旅費の支給額は、当該各種目について第７条、第１４条、第１５条、

第１７条、第１８条及び第１９条第１項の規定により計算した額と現に支

払った額を比較し、当該各種目ごとのいずれか少ない額を合計した額とす

る。 
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　　（旅費の特例） 

　第２５条　任命権者は、職員について労働基準法（昭和２２年法律第４９号）

第１５条第３項又は第６４条の規定に該当する事由がある場合において、

この条例の規定による旅費の支給ができないとき又はこの条例の規定に

より支給する旅費が同法第１５条第３項若しくは第６４条の規定による

旅費に満たないときは、当該職員に対しこれらの規定による旅費に相当す

る金額又はその満たない部分に相当する金額を旅費として支給するもの

とする。 

　　（旅費の返納） 

　第２６条　支出命令者は、旅行者又は旅行役務提供者がこの条例又はこれに

基づく規則の規定に違反して旅費の支給又は旅費に相当する金額の支払

を受けた場合には、当該旅費又は当該金額を返納させなければならない。 

　２　旅行者がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅費の支給

を受けた場合には、支出命令者は、前項に規定する返納に代えて、当該支

出命令者がその後においてその者に対し支出し、又は支払う給与又は旅費

の額から、当該旅費に相当する金額を差し引くことができる。 

　３　前項に規定する給与の種類は、規則で定める。 

　　（委任） 

　第２７条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、市長が定める。 

　　別表を削る。 

　（射水市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改

正）  

第２条　射水市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平

成１７年射水市条例第３７号）の一部を次のように改正する。  
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　　第３条第１項を次のように改める。  

　　　議長等が職務を行うため旅行したときは、射水市職員等の旅費に関する

条例 (平成１７年射水市条例第４６号 )中市長等に支給する旅費の額に相当

する額を費用弁償として支給する。  

　　（射水市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正）  

第３条　射水市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成１７年射水市条例第３８号）の一部を次のように改正する。  

　　別表中「副市長及び教育長に該当する額」を「市長等に該当する額」に改

める。  

　（射水市証人等の実費弁償に関する条例の一部改正）  

第４条　射水市証人等の実費弁償に関する条例（平成１７年射水市条例第３９

号）の一部を次のように改正する。  

　　第２条第７号を次のように改める。  

　　(７)　公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２１２条第１項の規定に  

　　　よる選挙人その他の関係人  

　　第２条第９号中「第８条第５項」を「第８条第６項」に改め、同条第１０

号中「第２９条第１項」を「（昭和２６年法律第８８号）第３５条第１項」

に、「耕作者」を「農業者」に改める。  

　　第３条第１項中「日当」を「宿泊手当」に改める。  

　　　附　則  

　（施行期日） 

１　この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例による改正後の射水市職員等の旅費に関する条例（以下「新条例」
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という。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

新条例第２条第１項第４号に規定する旅行命令権者が新条例第４条第１項

に規定する旅行命令等を発する旅行について適用し、施行日前にこの条例に

よる改正前の射水市職員等の旅費に関する条例（以下「旧条例」という。）

第４条第１項に規定する旅行命令権者が同項に規定する旅行命令等を発し

た旅行については、なお従前の例による。ただし、施行日前に旧条例第４条

第１項に規定する旅行命令権者が同項に規定する旅行命令等を発し、かつ、

施行日以後に新条例第２条第１項第４号に規定する旅行命令権者が新条例

第４条第３項の規定により当該旅行命令等の変更をする旅行については、新

条例の規定は、当該旅行のうち当該変更の日以後の期間に対応する分につい

て適用し、当該旅行のうち当該変更の日前の期間に対応する分については、

なお従前の例による。 

３　新条例第３条第６項及び第７項の規定は、これらの項に規定する者が同条

第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅費の支給を受けることが

できる場合について適用し、旧条例第３条第１項、第２項、第４項及び第５

項の規定により旅費の支給を受けることができる場合については、なお従前

の例による。 

４　新条例第２６条の規定は、新条例又はこれに基づく規則の規定に違反して

旅費の支給を受けた場合について適用する。 
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議案第７６号 

　　　射水市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正につ　　　 

　　　いて 

　射水市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部を次のように改正す

る。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　 

 

射水市条例第　　号  

　　　射水市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部を改正す　　　  

る条例  

射水市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例（平成１７年射水市条例第１

４３号）の一部を次のように改正する。  

第３条第２項第１号中「１月から９月まで」を「１月１日から１０月３１日

まで」に改め、「新たに」の次に「第４条の」を加え、同条第４項中「９月３

０日」を「１０月３１日」に改める。  

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例による改正後の射水市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例

（以下「新条例」という。）第３条第２項第１号の規定は、令和７年１１月

１日以後の受給資格証の交付の申請から適用し、同日前にされた受給資格証

の交付の申請については、なお従前の例による。 

３　新条例第３条第４項の規定は、令和７年１１月１日以後に受ける医療給付
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にかかる医療費について適用し、同日前に受けた医療給付に係る医療費につい

ては、なお従前の例による。 
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議案第７７号  

　　　射水市水道事業給水条例及び射水市下水道条例の一部改正につ　　　  

　　　いて  

　射水市水道事業給水条例及び射水市下水道条例の一部を次のように改正す

る。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　 

 

射水市条例第　　号 

　　　射水市水道事業給水条例及び射水市下水道条例の一部を改正する　　　 

条例　 

　（射水市水道事業給水条例の一部改正） 

第１条　射水市水道事業給水条例（平成１７年射水市条例第１９２号）の一部

を次のように改正する。 

　　第７条第１項に次のただし書を加える。 

　　　ただし、災害その他非常の場合において、市長が他の市町村長（地方公

営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第７条の規定により置かれた水道

事業の管理者を含む。以下この項において同じ。）又は他の市町村長が法

第１６条の２第１項の指定をした者が給水装置工事を施行する必要があ

ると認めるときは、この限りでない。 

　（射水市下水道条例の一部改正） 

第２条　射水市下水道条例（平成１７年射水市条例第１９３号）の一部を次の 

ように改正する。 

　　第９条第１項に次のただし書を加える。 

　　　ただし、災害その他非常の場合において、市長が他の市町村長（地方公
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営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第７条の規定により置かれた下水

道事業の管理者を含む。）の指定を受けた者に工事を行わせる必要がある

と認めるときは、この限りでない。 

　　　附　則 

　この条例は、公布の日から施行する。　  
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議案第７８号 

　　　高機能消防指令センター更新整備工事請負契約について　  

　高機能消防指令センター更新整備工事について、下記のとおり請負契約を締

結するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及

び射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平

成１７年射水市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。  

記  

１　契 約 の 目 的　　高機能消防指令センター更新整備工事  

２　契 約 の 方 法　　随意契約  

３　契 約 金 額　　４４５，５００，０００円  

　　　　　　　　　　（うち消費税等　４０，５００，０００円）  

４　契約の相手方　　愛知県名古屋市名東区猪高台一丁目１３１５番地  

　　　　　　　　　　　株式会社富士通ゼネラル　中部情報通信ネットワー  

　　　　　　　　　　　ク営業部  

　　　　　　　　　　　　部長　小林　和宏  

 

　　令和７年８月２９日　提　　出  

射水市長　夏　野　元　志  
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議案第７９号  

　　　令和６年度射水市水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい  

　　　て  

　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

令和６年度射水市水道事業会計未処分利益剰余金４９２，７７６，９０６円の

うち３１１，０００，０００円を資本金に組み入れるとともに１８１，０００，

０００円を減債積立金に積み立て、残余を繰り越すものとする。  

　　令和７年８月２９日　提　　出  

射水市長　夏　野　元　志　 
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議案第８０号　 

　　　令和６年度射水市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ　　　 

　　　いて 

　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

令和６年度射水市下水道事業会計未処分利益剰余金６０４，４３２，９８７円

のうち４６４，０８９，１２２円を資本金に組み入れるとともに、１４０，０

００，０００円を減債積立金に積み立て、残余を繰り越すものとする。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　射水市長　夏　野　元　志　 

 



30

報告第１１号 

　　　専決処分の報告について 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議

会において指定されている事項について専決処分したので、同条第２項の規定

によりこれを報告する。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　 

 

記  

和解及び損害賠償額の決定 

 専決処分

番     号 専決処分年月日 専決処分の内容

 

２０ 令和７年６月１１日

１　和解及び損害賠償の内容 

　　　責任割合　　市　１００パーセント 

損害賠償額　市　２７３，４６０円 

２　和解及び損害賠償の相手方 

　　　射水市在住１名 

３　事由 

　　　除雪車による物損事故 

　　　　発生日　令和７年１月１０日 

　　　　場　所　射水市七美地内

 

２１ 令和７年６月２５日

１　和解及び損害賠償の内容  
　　　責任割合　　市　　　７０パーセント  
　　　　　　　　　相手方　３０パーセント  
　　　損害賠償額　市　　　６，０５５円  
　　　　　　　　　相手方　２，５９５円  
２　和解及び損害賠償の相手方  
　　　射水市在住１名  
３　事由  
　　　市道舗装穴による車両破損事故  
　　　　発生日　令和７年１月３１日  
　　　　場　所　射水市青井谷地内
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 専決処分

番     号 専決処分年月日 専決処分の内容

 

２２ 令和７年７月４日

１　和解及び損害賠償の内容 

　　　責任割合　　市　１００パーセント 

損害賠償額　市　１０７，６９０円 

２　和解及び損害賠償の相手方 

　　　射水市在住１名 

３　事由 

　　　消防用ホースによる車両破損事故 

　　　　発生日　令和７年５月３０日 

　　　　場　所　射水市本江地内
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報告第１２号 

　　　令和６年度射水市健全化判断比率の報告について 

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項の規定により、令和６年度決算に基づく健全化判断比率を、別紙監査

委員の意見を付けて報告する。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　　 

記 

　健全化判断比率 

（単位：％） 

備考 

　１　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率

が算定されない場合は、「－」を記載 

　２　括弧内は、本市の早期健全化基準 

 
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

 ―  

（１１．９８）

―  

（１６．９８）

８．５  

（２５．０）

５８．９  

（３５０．０）
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報告第１３号 

　　　令和６年度射水市資金不足比率の報告について 

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２

２条第１項の規定により、令和６年度決算に基づく資金不足比率を、別紙監査

委員の意見を付けて報告する。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　　 

記 

　資金不足比率 

（単位：％） 

　　　　　備考　上記、いずれの会計も経営健全化基準は、２０．０％ 

 

 特別会計の名称 資金不足比率

 水道事業会計 資金不足額なし

 下水道事業会計 資金不足額なし

 病院事業会計 資金不足額なし
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（別　紙）  
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報告第１４号  

　　　令和６年度射水市継続費精算報告について（一般会計）  

　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定によ

り調製した令和６年度射水市継続費（一般会計）の精算について、別紙のとお

り報告する。  

　　令和７年８月２９日　提　　出  

射水市長　夏　野　元　志　  
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認定第  １  号  

　　　令和６年度射水市一般会計歳入歳出決算認定について  

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和６年度射水市一般会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付け

て議会の認定に付する。  

　　令和７年８月２９日　提　　出  

射水市長　夏　野　元　志　  
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認定第  ２  号  

　　　令和６年度射水市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定  

　　　について  

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和６年度射水市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監査

委員の意見を付けて議会の認定に付する。  

　　令和７年８月２９日　提　　出  

射水市長　夏　野　元　志　  
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認定第  ３  号  

　　　令和６年度射水市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認　　　  

　　　定について  

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和６年度射水市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監

査委員の意見を付けて議会の認定に付する。  

　　令和７年８月２９日　提　　出  

射水市長　夏　野　元　志　  
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認定第  ４  号  

　　　令和６年度射水市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定につ　　　  

　　　いて  

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和６年度射水市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監査委員

の意見を付けて議会の認定に付する。  

　　令和７年８月２９日　提　　出  

射水市長　夏　野　元　志　  
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認定第  ５  号  

　　　令和６年度射水市水道事業会計決算認定について  

　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和６年度射水市水道事業会計決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付けて

議会の認定に付する。  

　　令和７年８月２９日　提　　出  

射水市長　夏　野　元　志　  
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認定第 ６ 号　 

　　　令和６年度射水市下水道事業会計決算認定について 

　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和６年度射水市下水道事業会計決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付け

て議会の認定に付する。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　 
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認定第 ７ 号　 

　　　令和６年度射水市病院事業会計決算認定について 

　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和６年度射水市病院事業会計決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付けて

議会の認定に付する。 

　　令和７年８月２９日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　 


